平成26年度　第２回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成26年5月16日（金）　14時30分～17時

場　　所　大阪赤十字会館４階401会議室

出席委員　多々納会長・上岡委員・南島委員・水谷委員・村上委員

議　　題　（１）審議対象事業について

　　　　　（２）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

◆［会長］

前回の審議では、土地区画整理事業１件と道路事業２件の審議を行った。それらの事業についていくつかのご質問があったので、その質問に対する追加のご説明を聞き、ご議論いただきたいと思う。次に、道路交通安全事業の再評価１件と事前評価１件の説明を聞き、時間の許す限り審議を進めていきたい。

　　それでは、事務局から本日の資料について説明願いたい。

◆［事務局］

・資料１－１「追加説明資料①（第１回審議会での審議実施事業）」：前回審議会の課題整理をしたもの

・資料１－２「追加説明資料②（道路交通安全事業２件）」：今回審議いただく案件で、再評価１件、事前評価１件

・資料２－１「再評価（再々評価）審議案件概要及び事務局確認内容」：前回同様

・資料２－２「事前評価審議案件概要及び事務局確認内容」：前回同様

　本来ならば順番では、街路事業の寝屋川大東線の審議を行う予定であったが、前回提示した評価調書の記載内容に変更が生じたので、本日の審議は、一旦これを延期したい。事情については、後ほど、道路交通安全事業の審議前に、都市整備部より説明させていただく。

（１）審議対象事業について

◆［会長］

　それでは審議に入る。

　　土地区画整理事業の箕面森町については、前回の審議において、３点の追加説明をいただくことになっていた。

　１つ目は、第３区域の実施にあたり、採算性について、府の財政はどのような影響を受けるのか、ご説明をいただきたい。

　２つ目は、費用便益比について、総地代差が、前回評価時に比べ減少していたが、これに対し、便益が増加していると記載されており、なぜそういうことが起きたのか説明していただきたい。
　３つ目は、便益の算定に用いられた数式及び表の記述に、一部誤りがあるのではないかというご質問があり、修正等があればご説明をお願いしたい。

⇒［都市整備部］

・資料１－１「追加説明資料①」に基づいて説明。

　事業の採算性に関し、事業費の構成について、支出と財源の内訳をご説明する。

　土地区画整理事業の全体事業費582億円については、前回評価時から変わっていない。

　支出については、前回評価時より第３区域の73億円を見込んでおり、第１区域、第３区域それぞれの事業費共に変更はない。

　財源については、前回評価時より保留地処分金が30億円増加し、その分、大阪府の負担額が30億円減少することとなっている。

　　保留地処分金が増加した理由は次の通り。第３区域は、新名神高速道路事業等の建設残土を用いて、西日本高速道路株式会社が粗造成工事を実施しているが、受け入れをする土量が前回評価時より減少して、粗造成の仕上がりの状況が、ひな壇つまり階段状の状況からフラットになることから土地の価値が上がり、保留地処分金の収入に増額が見込まれることになった。

　また、保留地処分金の内訳は、第１区域が108億円、第３区域が90億円で、第１区域については108億円の内、既に68億円を契約、売却済みで、残りは40億円となっている。第３区域については、90億円を今後売却していく。

　事業の採算性については、第１区域の保留地の販売状況や、昨年秋に実施した企業の第３区域への進出意向調査やヒアリングなどから、進出意欲や検討熟度が高く、保留地処分金収入の確保を見通せる状況になった。また、第１区域については、事業が概ね計画通り進んでおり、80％以上進捗している。

　　前回の審議対象外であった第３区域に関して実施する場合と中止する場合、それぞれを比較して試算したところ、実施する場合は事業費が73億円、保留地処分金収入を90億円と見込んでおり、単純に差引すると17億円のプラスと見込まれる。また、中止する場合については、第３区域の事業費はかからないが、防災工事費約７億円や地権者対応に約60億円を見込んでおり、支出が67億円、収入については「収入なし」となるので、中止する場合の方が大阪府の負担が大きくなると見込まれる。

　本年１月の、知事を本部長とする府の戦略本部会議では、この保留地処分金収入の見通しが立ったことと、第１区域を含む箕面森町事業区域全体で、実施した場合と中止した場合の府の負担額を比べ、実施した場合の方が府の負担額が小さいことから、第３区域の基盤整備工事の実施を判断している。

　　次に、便益の増加理由について説明する。

　　土地区画整理事業については、事業の実施期間中においても、土地の利用開始に応じて段階的に便益を計上することとしている。

　　総地代差が減少しているのに便益が増加した理由であるが、今回の評価時の費用便益分析において、実態に合わせて便益を算定し直しており、前回評価時から一部見直しをしている。

　具体的には、第３区域については、粗造成工事の遅延により、土地の利用開始時期を平成27年度から平成30年度と算定時期の見直しをしている。

　　また、大阪府の仮換地であるオオタカ保全地や里山については、まちびらきの開始時期から実態的に管理を行っていたので、平成19年度のまちびらきの時期から便益を算定することとしている。その結果、今回評価時のB/Cは1.14となった。また、仮にオオタカ保全地と里山の便益の発生時期を、前回評価時と同等とした場合のB/Cは1.03となる。そのときの総地代差、総便益は、ともに前回評価時から減少する結果になっている。

　　前回の課題にはなかったが、参考に残事業の費用便益分析を行っているので、ご説明をさせていただきたい。第１区域については、事業が概ね計画通りに進捗しているので、今後実施する第３区域について、残事業の費用便益分析を行った。

　第３区域の内、施設誘致地区の約72haについて、事業費が73億円、維持管理費は区域全体の面積案分で、１年あたり230万円、道路や公園など公共用地の増加分に相当する用地費を費用とし、土地の使用開始時期を平成30年度として費用便益分析を行うと、B/Cは2.65という結果になった。

　また、前回の審議会の終了後に、会長からオオタカ保全地や里山は山林の状態であり、その便益とは何かという質問があったので、それについて説明をさせていただく。

　オオタカ保全地や里山については、事業を行わない場合は市街化調整区域の無接道の山林であるが、事業の実施により市街化区域となり、宅地に接道する道路や、下水道等のインフラ整備がなされ、宅地としての価値は上昇していると考えている。

　また、土地区画整理事業の計画上は、オオタカ保全地、里山ともに宅地であり、費用便益マニュアルに基づき、宅地として便益を計算した結果1.14となった。しかし、オオタカ保全地等の山林の状態の宅地については、評価する方法はマニュアルには示されていない。

　　マニュアルに基づく計算ではないが、極端な例として、里山やオオタカ保全地では便益が発生しない、事業がない場合と同じ価格と仮定して費用便益分析を行うと、B/Cは0.94となり、概ね１となった。

　第３区域の残事業についても、他事業で粗造成される部分が約25haで、その部分を大阪府が２次造成を行い宅地化するが、残りの約29haについては、山林の状態の宅地も存在する。

　　先ほど同様に、マニュアルによる計算ではないが、仮に便益が発生しない、事業がない場合と同じ価格と仮定して費用便益分析を行うと、B/Cは2.65から1.26となった。

　オオタカ保全地や里山などの山林の状態の宅地について、仮に便益が発生しないと仮定した場合のB/Cも概ね１であり、残事業のB/Cも１以上あることから、事業を継続することとしている。

　　次に、便益算定に用いる算式の注釈や図表の方法について、B１からB８に地価関数と表現していたが、マニュアルに記載されている、各説明変数の偏回帰係数という表現に修正した。表中の表現も同様に修正した。

◆［会長］

　　区域の中で何も手を付けない所の評価については、マニュアルに記載がないので、それを宅地として解釈した評価がなされている。しかし、全く何も手を付けない現地目で、将来も換金することがないと仮定した場合には、B/Cは0.94になり、事業全体としては、B/Cが１よりも低いということになるので、仮に今、これを実施する、しないという議論をするのであれば、効率性の観点からは、いろいろと問題があることになるかもしれない。ただ、今は既に事業が進んでいるので、追加的にお願いしたのは、投資し終わったものについて、B/Cをそれほど議論するのは合理的ではなく、今後の事業に関してB/Cを見るということは、追加的に事業を実施するかどうか、継続するかを判断するには重要である。通常、この審議会ではしていないが、依頼して試算していただいた。

　その結果、山林を宅地並みに評価するとB/Cは2.65となり、山林の状態として評価するとB/Cは1.26ということを追加して説明いただいた。この件について、追加的に、ご意見・ご質問はないか。

○　先ほど、里山とオオタカ保全地の便益を０にすると、B/Cは１を切ってしまうということであるが、別の観点からみると、私たちの自然を守る、里山やオオタカ保全地を残しておくことには、もちろん意味があると考えているので、それは別の、便益があると考えればいいと思う。オオタカ保全地はともかく、里山は、例えば学習に使っているとか、単純にきれいに里山として残しているとか、そういった例があれば教えていただきたいと思う。要するに、里山で残すということに意味があると判断するので、便益は多分ゼロでなくプラスと考えていいと思うが、そう考えるときに、実際データがあるのか教えていただきたい。

◆［会長］

今の件は、質問をいくつかお受けした後で、まとめてお答えいただきたいと思う。

　このように「保全する」ということについても、やはり、そのことに対して何らかのプラスの効果があるということだと思う。

○　里山を保全することに対して、生物多様性がどれだけ効果があったとか、二酸化炭素の吸収がどれだけあるのか、そういうことを明確にしていかないと、宅地の地価が上がったというだけの評価では、今後事業を進めにくくなるのではないかと思う。それをもう少し明らかにしておく方が、これから環境に対する事業というものがやりやすくなると思う。実際、このような評価は、これまで明らかにされてきたのか教えていただきたい。　

○　土地区画整理事業の今回の範囲内では難しいのではないかと思う。昨年の例で見ると、埋立地に公園をつくるという例があり、ＣＶＭ（Contingent Valuation Method　仮想的市場評価法）を使って価値を出していた。

○　その手法しかないのですね。

○　もともと事業のwithとwithoutで算出するものなので、何もない所に森林をつくったと言う話なら、二酸化炭素の吸着量という議論があると思うが、既にある所にそれを計上するということであるから。

○　現状維持ではなく、手入れすることによって吸着量が上がったという換算はどうなのか。吸着量が何パーセントという値が出ているのかは知らないが。

○　現状と違うということであれば、そういうこともありうると思う。それがどの程度の換算になるのか、そのあたりのことはわからないが、仮に里山やオオタカ保全地の便益を０と仮定した費用便益分析で見ていただいても、全事業で0.94、残事業でも、低く見積もっても1.26ということであれば、効率性で見ても、それほど大きな問題がないと思う。

○　前回の評価時と比べると、今回は便益も増えているが費用も増えている。事業費自体が増えていないのであれば何が増えたのか。用地費なのか。公共用地率は、資料を見ている限り、あまり変わらないと思うが、これが増えたのはなぜか。
⇒［都市整備部］

公共用地率は前回と変わっていない。費用が変動しているのは、便益の発生と用地費の計算がリンクしており、公共用地増加分に相当する用地費については、便益が発生した時にその用地費が発生するという形で計算すると、マニュアルに定められているので、発生時期の変動と評価時点が、今回は前回から遅くなったことで、過去に発生した費用が、現在価値で割り戻す時に高く出た。

○　要するに、現状は地価が上がっているので、費用が増えていると理解した。

◆［会長］

　これについて、さらにご質問があれば、後でまとめてお答えいただきたい。先ほどのＣＶＭ、存在価値に関しては、お答えいただく準備が整った段階でお答えいただくこととし、次に進めている間に少しお考えいただきたい。

　　地価関数と記載されていた箇所の修正はこれでよいか。

○　これで結構。

◆［会長］

　全体を通じて、さらにご質問はあるか。

○　実施する場合と中止する場合で73億円と67億円で、わずか６億円しか違わないが、具体的に、何が違うと６億円違うのか。

⇒［都市整備部］

費用については、実施する場合、宅地の整備や道路の整備費等を計上するが、中止する場合、それらに係る工事費はゼロになる。しかしながら、管理柵の設置や砂防ダムのような防災対策上の工事に係る費用と、第３区域に土地を所有している仮換地を受けた地権者が、無接道で使えない土地になるため、現在評価をしている価格と現状の山林の価格との差額を、土地利用相当額として見込んだ費用を計上している。

○　プラスアルファで係るコストは、宅地整備と道路整備の費用が主なもので、中止する場合は、地権者対応がプラスアルファでかなりかかるということなのか。防災工事と地権者対応は、どのぐらいの比率なのか。

⇒［都市整備部］

防災工事等に約７億円、地権者対応に約60億円を見込んでいる。

○　今の話は、最大補償するのであれば、ここまでなら合理的であるという金額なのか。

⇒［都市整備部］

評価額と従前の価格との差額で計算している。

○　実際には、実現するとは限らないので、交渉上は、その間で落ち着く可能性は高いと思う。60億円というのは、若干少なくなる可能性はあるが、支出と収入差を見ると、実施する場合と中止する場合は、実施したほうが採算上は得であるということは変わらないと思う。

○　90億円の保留地処分金収入は、どのぐらい確からしい話なのか。第３区域の保留地への進出意欲が高いとのことであったが、確実にはけるのかどうかが、府の財政にとって大事ことだと思う。ヒアリング状況や企業の進出意向調査などでは、どれぐらいの確度の話なのか。前回の意見具申で厳しく精査と書かれていたので、そのような趣旨で質問させていただきたい。

⇒［都市整備部］

第３区域の保留地処分金収入の確度ですが、実際に、企業とヒアリングを実施している中で、役員クラスでこの時期に欲しいと、具体的な事業計画等を見せていただきながら、企業の検討熟度を確認している。契約を交わしたわけではないので、確実であるとここでは言い切れないが、かなり高いと判断をしている。

○　90億円はどのぐらいの幅があると考えればいいのか。

⇒［都市整備部］

鑑定を取っており、鑑定額を１㎡あたり５万円として、保留地の面積に乗じて算定している。

　鑑定価格で売却するというわけではない。多くの企業が関心を持っており、売却の方法により高く売れる可能性も十分見込めると思う。

○　計算上の数字ではなく、だいたいこのぐらいの幅で考えているというような経験測というものは特にないか。ケースバイケースで全然違う話であるので、ひとまず、この計算で議論していくしか今のところは方法がないということか。

⇒［都市整備部］

事業の採算性の面で、最低限の収入として取らなければいけない額が90億円であり、そこから増加する分については、高くなればなるほど、採算性はよくなると考えている。

○　これは、ミニマムの目標ということで掲げていると理解した。
○　最低限の達成目標が90億円、そういう理解でいいか。５万円であると、単純に25haでは125億円になる。

⇒［都市整備部］

25haのすべてが売却できる保留地ではなく、一般の方の宅地もあるので、それも含めて25ha、保留地については、だいたい20haを見込んでいる。

○　20haが５万円で100億円になるところを、少し控えめに90億円最低目標ということであると思う。

◆［会長］
　　結論に入る前に、保留事項として、里山の価値の評価に関しては、今すぐお答えを聞かないといけないか。

○　住宅地のままで計算しているのは、よくないと思う。

◆［会長］

私からの提案であるが、評価調書そのものを修正していただきたい。

　これらの地域について、宅地並みの計算を用いた場合と、土地の変化がないと見込んだ場合の両方のケースのB/Cを書いていただきたい。実際にはその間に入ると思う。

　費用に関しても同じことだと思うが、同様にやっていただいて、その両方を見て、私たちは判断したい。

　　もう１点追加したいのは、通常は書いていないが、残事業のB/Cも評価調書に書いていただいて、それに対して評価を残しておくことにした方がよいと思う。

　将来売却ができない、将来土地の事業項目の変更ができない場合、実際には、便益はそこでは発生しない。名目上、宅地と呼んでいるだけで、変わっていない。接道ができただけで、そこの土地利用変更を認めないわけであるから、基本的には、そこに便益が発生するはずがない。

　そういうケースも含めて書いていただきたい。マニュアルがあるとかないとかの問題ではなく、もともとマニュアルがないことをされていると思っている。
　　ここでの判断では、その点を見ると、便益の低いケースをみたとしても、事業採算性にはあまり問題はない。もちろん、里山やオオタカ保全地として残すことに対して、より積極的な価値については考慮されていないが、若干プラスがある。これが、よくなっても悪くなることはないので、それで「了」とすることができると私は思うが、いかがか。

○　異議なし。

◆［会長］

費用便益の観点だけで見たが、もちろん、それ以外のところ、全体的にみていただいて、修正点、もしくはご意見があればお願いしたい。

　　対応方針原案は、事業継続となっている。判断した理由については、第１区域では、事業がおおむね計画通り進捗し、既に多くの住民が生活を営んでおられて、事業の必要性に変化がない。第３区域については、企業の進出意欲が強いことを確認しており、保留地処分の可能性が高い。この事業に関しては、おおむね適切な事業の効率性および採算性が確認できたので、事業を継続するということにさせていただきたいと思うが、ここで仮にそういう結論にさせていただきたいと思うがいかがか。

○　異議なし。

◆［会長］
　　それでは、この事業に関してはそのようにしたいと思う。

◆［会長］
次の案件の審議に移る。道路事業の豊能池田線については、質問が２つあった。
　１つ目は、道路の計画と幅員構成の考え方について、道路をどこまでつなげるか、あるいは歩道を両側につくらなければいけないのか、どういうことを考えられて計画されたかという質問であった。

　もう１つは、事業費の変動理由について、山切りの進捗は、実際どのぐらい進んでいるのか。それに対して、今後の進捗により増額の要素が出てくることはないのかという質問であった。

　　この２点について、合わせてご説明いただきたい。

⇒［都市整備部］

・資料１－１「追加説明資料①」に基づいて説明。

　まず、道路の計画全体から説明をさせていただく。都市計画道路止々呂美吉川線は、国道423号の箕面市下止々呂美と国道477号の豊能町東ときわ台を結び、新名阪高速道路の箕面インターチェンジや箕面有料道路から箕面森町へのアクセスと、地域間連携、交流・物流の効率化に資する路線である。

　　箕面森町におけるリダンダンシ－の観点から必要なことに加え、第３区域は商業系の用途地域の土地利用を想定していることから、さまざまな方面からのアクセスが求められる。

　　これらのことから、第３区域へのアクセスは一方向のみではなく、複数ルートからのアクセスが必要と考えている。

　　また、箕面森町の居住区域内の主要道路として止々呂美東西線が位置付けされており、止々呂美吉川線を整備することにより、新名神高速道路や箕面有料道路へのアクセス交通、第３区域へのアクセス交通などの通過交通を排除することができると考えている。

　　これらのことから、土地区画整理事業区域間を結ぶ橋梁については、必要なものと考えている。

　　次に、歩道等の幅員構成の考え方について説明させていただく。本府では、「大阪府道の構造の技術的基準及び道路標識の寸法を定める条例」（平成25年４月1日施行）を定めており、条例に基づき歩行空間の確保、土地景観の形成等として、自転車歩行者道を両側に設置することとしている。本事業により、歩行空間を確保し、自転車歩行者道のネットワークを形成することができる。

　　ご質問にあった第３区域の歩行者のニーズについては、定量的にお示しすることはできないが、資料に施設立地イメージを付けている。このような施設が立地することを想定して道路をイメージしていただければよいかと思う。施設は、もちろん特定することはできないが、歩行者が区域内の移動、住居区域やその他の区域外へ移動することも十分考えられる。これらのことから、歩道は両側に必要と考えている。区域外は、資料右下に記載の通り。

　　次に、事業費の変動理由について説明させていただく。

　国道423号重複区間の山切り工事の事業費増加については、当初想定していた位置より浅い位置から中硬岩が出てきたため、中硬岩の掘削量が増加し増額となった。山切りの進捗状況については、切り土量が全体で60万㎥の内の40万㎥進んでいる。断面図に示す点線より下側が、当初の工事発注時に中硬岩と想定した所で、ハッチングの赤色部が、実際に中硬岩が出てきた所であり、現在、下から３段目の所まで山切りが進んでいる状況で、当初の中硬岩を想定していた箇所とほぼ近く、土質の状況を概ね把握できているため、今後、大きな変動はないものと考えている。

　次に、２つ目の事業費の変動理由として、箕面森町区間の用地単価の見直しにより変更を行っている。前回評価時は、平成16年度に算定した単価、今回は平成22年度に算定した単価を用いて算定している。
　次に、３つ目の事業費の変動の理由として、橋梁の構造形式の見直しを行っている。

　　第３区域間を結ぶ いずま谷にかける橋梁について、当初、余野川ダムとの景観の調和に配慮した鋼製アーチ橋を計画していたが、今回は、安価なＰＣ２径間連続ラーメン橋に見直しを行っている。

　　今後考えられる事業費変動要因として、箕面森町区間については、工事着工前に現地での調査業務を実施していくことにより、橋梁形式の変更や土木工事区間の山切りの土量の増減、土木工事区間の用地買収範囲の増減による事業費の変動、用地買収に伴う使用物件の補償方法による用地補償費の変動が考えられる。

◆［会長］

　　今の説明に対して、ご意見ご質問などはあるか。

○　第３区域内の道路は植樹帯があるが、植樹帯がない２車線道路とは違うものと理解していいのか。　
⇒［都市整備部］

　２車線道路は区域外断面のことで、区域外というのは、この箕面森町の土地区画整理区域の外という意味で、今回の審議にお諮りいただいている止々呂美吉川線は、土地区画整理区域外の事業で、この植樹帯のない全幅14ｍの断面についてご審議いただきたい。

　　また、第３区域内は、高い沿道利用が見込まれるため植樹帯を計画している。

◆［会長］

前回、橋を架けないで止めればいいのではないかという議論があったが、それについてはよいか。

○　やはり、物理的に無理だろうということは、わかっていながら質問させていただいた。単に交通量があるから、確保できそうだからということより、緑のネットワークとか、生態系の連携とか、そういう話の中の位置づけをしておいた方がいいと思い質問をさせていただいた。今の断面を見たので、了解した。

◆［会長］

　土地利用の用途について、商業系を見込まれているということであるが、物流施設などといった話もあったと思うが、それによって、この第３区域の位置づけも変わってくると思う。

　商業系で、仮にショッピングセンター的なものが立地するのであれば、それは、第１区域などからアクセスできないともったいない。一方、物流系で、域外からの通過交通が第1区域に入ってこないということであれば、あまりつながらなくていいと思う。あるいは、業務系の交通で、第1区域を通過しないと高速に入れないのが、ここがあることによって、こちら側のバイパスに入っていけるなど、いろいろな観点がある。
◆［会長］

事業費の変動理由についてはよいか。
○　質問をしたことに対しての説明については、だいたい理解した。確認であるが、この図は、当初からもっとも変更が大きかった断面で、場所によって違うと思うが、事前調査が十分ではなかったということか。

⇒［都市整備部］

　事前調査として、一般的なボーリング調査と弾性波探査を行っている。弾性波探査で軟岩Ⅱと想定されていた箇所で中硬岩が出てきたということ。現在は想定通り進んでいる。

◆［会長］

　その他にも事業費の変動要因はあるが、この件等についてはよいか。では、ご質問については、概ねお答えしていただいたと理解していいかと思う。この道路は、今回の箕面森町の事業を実施していく上で、必要であるというで、対応方針原案は、「事業継続（一部再開）」とされているが、そのまま承認させていただいてよいか。

○　異議なし。

◆［会長］

　ご異議はないようであるので、その方針で採用させていただく。
◆［会長］

次の案件の審議に移る。道路事業の美原太子線については、質問が３つあった。

　　１つ目は、交通事故減少便益について、マニュアルでは過去５年間の計算と書かれてあるが、平成12年に事故が発生していることに触れてあったという議論があり、ここについて修正はないのかということ。

　　２つ目は、便益の増加要因について、前回評価時点より大幅に増えているが、なぜこのようなことが起きたのかということ。

　３つ目は、「コスト縮減や代替案の立案の可能性についての視点」において、評価調書の書き方についてご質問があったので、３点についてご説明をいただきたい。
⇒［都市整備部］

・資料１－１「追加説明資料①」に基づいて説明。

　　１点目の、交通事故減少便益について、前回提示した数値は、平成12年の死亡事故以降の５年間の平均となっていたが、今回、平成21年から平成25年での平均にデータを修正させていただいた。その結果、交通事故減少便益を9.9億円から4.3億円に修正した。また、総便益も77.3億円から71.7億円に修正し、費用便益比は1.2から1.1となり、１以上を確保していることを確認した。

２点目の便益の変動理由の主な要因についてご説明させていただく。

前回評価時（平成24年度）では、走行時間短縮便益が65億円、走行経費減少便益がマイナス9.7億円、交通事故減少便益がマイナス4.6億円で総便益が50.7億円となっていたが、今回については、走行時間短縮便益が60億円、走行経費減少便益が7.4億円、交通事故減少便益が4.3億円となり、走行時間短縮便益についてはマイナス５億円、走行経費減少便益は17.1億円のプラス、交通事故減少便益は8.9億円のプラスとなっている。

　　今回の評価では、平成25年４月の市道の甲田桜井線が開通されたことに伴い、前回評価時点（H24）からより現実的なネットワークを再現して算出を行った。

　平成24年度は、今回ネットワークに追加した道路が考慮されていなかったこともあり、美原太子線のバイパスが開通した場合、20,200台の交通量が発生するという結果になっている。
　Q‐V式より、交通量が15,400台から23,900台までの範囲では、交通量の増加に応じて速度が低下するが、15,400台以下では自由速度で走行できることを示している。

　　前回評価時は、事業区間は２万台以上の車が発生することとなっていたので、速度は低く走行経費が掛かり、便益も小さい結果になっている。今回は、より実態に即して平成25年４月に開通した市道甲田桜井線をはじめ、東西方向の市道を考慮した結果、美原太子線へ流入する負荷が前回より軽減され、走行経費減少便益がマイナスからプラスに転じたことが要因の１つと考えられる。

　　走行経費減少便益は、延長、車種別の交通量、車種別の走行経費原単位の積を整備前と整備後の差により求められるので、原単位が非常に影響する計算になっている。

　　次に、変動した要因として、交通事故減少便益の増加が上げられる。
　　交通事故減少便益については、４車線と２車線の道路であれば、２車線の道路の方が損失額は大きく算出される。すなわち、整備後の４車線道路への交通量が増えれば便益が増え、２車線道路の交通量が増えれば便益が減ることになる。

　美原太子線付近の代表的な４車線道路は、国道の170号と、国道309号である。

　平成24年度は東西方向の市道を考慮していなかったことから、美原太子線の整備に伴う影響は国道309号まで及び約5,000台の交通量が減少し、他の２車線道路に流れる結果になっている。そのため、整備後の２車線道路の事故の損失額が大きくなり、事故減少便益がマイナスになっていたと考えられる。

今回のネットワークを用いた場合、美原太子線の整備に伴う影響は、付近の東西道路を見込むことで、国道309号は影響範囲外となっている。一方、同じ４車線道路の国道170号の交通量は増えていることからも、（前回より４車線道路の交通量が増加し、２車線道路の交通量が減少したことにより）交通事故減少便益はプラスに転じている。

　　参考であるが、走行時間短縮便益の考え方を記載している。自動車の走行がスムーズになることにより、利用者がどのぐらい得をするか、お金に換算したものである。

　走行経費減少便益は、自動車がスムーズに走行でき、自動車道の燃費が向上するなど、走行にかかる経費が節約されることにより、利用者がどのぐらい得か、ということをお金に換算したものである。

　交通事故減少便益とは、周辺交通量が減少するなどにより、交通事故による社会的損失が減少するものである。

　　次に、評価調書の記載内容の修正について説明する。

事業の必要性に関する視点、事業の投資効果について、前回のB/C1.2を今回1.1に修正した。
　便益も77.3億円から71.7億円に修正した。

　　コスト縮減や代替立案の可能性の視点の記載内容について、前回、「平面交差については既に主な構造物である橋梁に着手していることから、代替案の立案の余地はない。」としていたが、「平面道路整備については、主な構造物である橋梁に着手しており、現時点において、ルートの変更を行うことは非効率であるため、代替立案の余地はない」とわかりやすく文章を追加した。鉄道立体交差については、「鉄道事業者との協議で、施工延長、本体高架構造物の割り付けなどの比較を行い、施工延長の縮減および一部構造物の見直しを行った。その結果・・・」と記載していたが、実際、鉄道との立体交差については、過去の審議において、鉄道高架が有効であるという結果が出ているので、本件については、「延長と一部構造の見直しを行った」という表現に修正した。

◆［会長］

評価調書等を見ていただいたりしながら説明いただければよかったと思う。
　交通事故減少便益についての修正は、過去５年ということが、どれだけの意味を持つのかよくわからないので、絶対にこうでなければいけないというわけではないと思う。仮にマニュアルに沿って算出するとこのようになったということだと思う。

　その他についてはよいか。　

○　何か合理的な理由があれば、マニュアル通りに計算しなくてもよいと思うが、その部分の説明をいただければと思ったが、そうでなければマニュアルに沿って計算すればよいと思うが、何か考えがあってのことではないのか。

　　もし、あれば説明いただいて、別に修正がなくてもいいかと思う。

⇒［都市整備部］

当初は、過去に死亡事故があったので、死亡事故は大きな意味合いを持つということもあり、我々も反映しておくべきであるという思いはあった。ただ、委員のご指摘を受け、５年とマニュアルには書かれてあり、数字を計算した結果、B/Cは1.1を確保できたので、今回はマニュアルに則った方がいいと判断している。

○　費用便益は、マニュアルに即さないといけないということでは必ずしもないと思う。

　プラスアルファの地域特性の説明は、しっかりと書き込み、説明するということで、ここでも繰り返しそのような話は出ているかと思うが、それでいいと思う。必要なのは、むしろ説明のほうにアクセントがあるとご理解いただければ幸いである。

◆［会長］

　今の点については、評価調書の「変動要因の分析」の欄に追記いただきたい。調書には、「周辺ネットワークの見直しによる変動が生じている」とさらっと書いてあるが、マニュアルに沿って計算した結果、評価時点が変わったので、死亡事故が反映されなくなったことなど、便益が減少した理由についてもう少し詳しく記載いただきたい。また、便益が増えたことについても合せて、エッセンスをかいつまんでわかりやすく記載いただきたい。

⇒［都市整備部］

　　承知した。

◆［会長］

この案件について、対応方針原案では事業継続となっている。平面道路部では継続で、鉄道立体交差区間については再開ということ。前回評価時は平面だったものが、立体になったということ。この件について、ご提案通りでよろしいか。

○　異議なし。

◆［会長］

では、ご提案通りで、この件については決した。
◆［会長］
　　以上が、前回ご質問をいただいた３件の追加説明であった。

◆［都市整備部］

　事務局から冒頭に説明があった寝屋川大東線の審議の取り下げについて、評価調書と図面を用いて説明させていただきたい。

　本事業は、寝屋川市から門真市を南北に横断し、大東市に至る主要幹線道路であり、整備により広域的な幹線道路ネットワークを強化するとともに、沿線の密集する市街地を形成する老朽化建築物の除去などのまちづくりと一体的に整備を進めることで、周辺地域の防災機能の強化を図ることを目的としている。

　前回の第１回の審議会でお示しした評価調書の対応方針（原案）では、事業の必要性は変わらないものの、直ちに着手できるめどは立っていないので、一旦中止し、着手時期を見極めることとしていた。

　　しかし、大阪府では住宅まちづくり部を中心に「密集市街地対策推進チーム」を立ち上げ、密集市街地対策を強力に推進していくことを掲げたところであり、寝屋川大東線についても、沿道の密集市街地対策と合わせた対応を早急に検討していくこととした。

　こうしたことから、対応方針（原案）についても、着手時期を見極めることを含め再検討する必要があるため、調書を一旦取り下げさせていただき、本事業について府の方針がまとまった時点で、改めて審議をお願いしたいと考えているので、よろしくお願いしたい。

◆［会長］
　これに関しては、議論をしているわけではないので、順番を後ろに回したとしても、取り下げをされても、問題はないと思う。事務局は、仮に取り下げをされた場合に困ることはあるか。

⇒［事務局］
今の時点では、大阪府としての対応方針（原案）をお示しできない状況になったので、一旦取り下げさせていただき、府の方針を確定し、再度、対応方針（原案）をお示しできる状態になってから、話をさせていただきたいと思う。

　本来なら今年度評価対象であるので、基本的には今年度中にしないといけないが、今年度中にご審議いただくのであれば、当然、その際にもう一度説明をさせていただくし、もし仮に、何らかの事情で、来年度以降になるのであれば、それについても今年度中にもう一度、いずれにしても説明させていただくことになる。

◆［会長］
　　事務局も、了解しているということなので、委員の皆さまがご了解いただければ取り下げてもいいと思うが、よいか。

　では、今のご提案、取り下げについて了解した。

◆［会長］

　一般府道総持寺停車場線交差点改良事業の説明をお願いしたい。

◆［都市整備部］
・　平成14年に事前評価、平成21年度に再評価を行い「一時休止」としていた事業。

・　本路線は、国道171号から阪急京都線総持寺駅を結ぶ道路。事業個所は、茨木市西河原。

・　国道171号と交差する西河原交差点は右折レーンが設置されていないため、慢性的な渋滞が発生している。また、道路の沿道は、住宅や商店、工場棟のほか、小学校などの公共施設があり、歩行者や自転車の往来が多いにも関わらず、歩道が整備されていないため、歩行者等の安全が確保されていない。

　　　一方。国道171号も右折レーンがなく、同様に、慢性的に渋滞していることから、渋滞緩和のため、国土交通省と共同で、西河原の交差点の交差点改良を実施することを目的としている。
・　事業延長は90ｍ、道路幅員は16ｍ
・　全体事業費は約２億円

　・　上位計画は、「大阪府都市整備中期計画」、今策定中の茨木市の「バリアフリー基本構想」

・　関連事業は茨木市が予定しているＪＲの総持寺駅新設による府道総持寺停車場線改築事業

・　総持寺停車線側の交差点の通過時間は最大4分33秒。府道の青信号の時間が43秒、国道側の青信号の時間が96秒で、単純に、赤信号を２回待って通過している状況（平成26年5月13日時点）
・　府道の渋滞長は250ｍまで及び、周辺交差道路にも影響を与えている（上記と同日）
・　本路線と交差するＪＲ京都線の付近において、平成30年度に新駅が開業する予定。

　本路線は、阪急京都線総持寺駅へのアクセス道路でもあることから、ＪＲ新駅が開業すると、鉄道利用者との自転車、歩行者数、並びに送り迎えなどの自動車の交通量が増えると予測される。そのため、本事業による右折レーン設置のみならず、総持寺停車場線全体の、道路交通安全対策が必要であると考えている。

　・　また、茨木市は、阪急総持寺駅ＪＲ新駅を含めた、「バリアフリー基本構想」を現在策定中であり、平成27年度の策定を予定している。計画では、歩道の整備と右折レーンの設置をバリアフリー化事業と一体的に実施していくこととしている。
・　国土交通省は、国道171号の渋滞対策のため「交通対策検討会」を設置しており、本事業個所の西河原交差点は、優先度の高い箇所と評価されている。しかし、新名神道路の供用や地元協力などを踏まえ、現在事業中である高槻市駅域を優先的に整備することとしている。

　当該交差点の対策は、実現性を含めて検討していくこととしている。

　・　渋滞解消及び歩行者等の安全を確保するためには、右折レーンを設置し、通行車両と歩行者等を物理的に分離できる歩道整備を両側に行うことが最適であり、代替案等の可能性はない。

・　周辺は市街地が形成されており、本事業において、新たに自然環境に影響を与えることはない。渋滞緩和により、騒音・振動・排気ガス等の低減効果が期待される。
　・対応方針は「中止」と提示。

　　　理由は、平成30年に開業を予定しているＪＲ京都線の新駅の設置や、それに伴う茨木市の「バリアフリー基本構想」の策定など、本事業地を取り巻く環境は大きく変化している。

　本事業の必要性はますます高まってきているが、平成27年度から、茨木市がバリアフリー化事業と合わせて、総持寺停車場線の歩道整備および右折レーンの設置を行うこととしたため、茨木市に事業を継承し「中止」としたい。

◆［会長］本件に関してご質問等はないか。

○　前回の評価時には、地権者の協力が得られないため７年間未着工で、今回プラス５年で12年間未着工になっているが、これは解消されたが、茨木市が対応されるので中止するということか。それとも、問題は解消されていないということか。

⇒［都市整備部］

用地の協力については、まだ得られているわけではないが、新駅の開設など地域の状況も変わったこともあり、交差点改良のみならず、本路線全線の交通安全対策としての必要性について、地権者に再度説明し理解を得たいと考えている。

○　大阪府の事業としては中止するが、あとは茨木市が独自に取り組まれるということか。ただし、地権者の問題は残っているということか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　大阪府として、地権者に説得するということではないのか。実質的には、協力はするのかもしれないが、公式的には行わないということか。
⇒［都市整備部］

　その通り。
○　右折レーンの設置等を、茨木市が行うことはできるのか。

⇒［都市整備部］

それは可能。

○　道路管理者は大阪府ではないのか。
⇒［都市整備部］

道路管理者は大阪府。

○　なぜ、茨木市は右折レーンを設置できるのか。

⇒［都市整備部］

道路法17条４項で、都道府県の道路でも、市町村が事業を実施できることになっている。

○　管理責任は大阪府に残し、事業は茨木市が実施するということか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　では、ここで議論することは何か。茨木市で整備するなら大阪府は万々歳でいいという議論でよいのか。多分、それは無責任だと思う。

　　今まで、地権者の合意が得られずに進まない状態が７年間も続いている。そういう状況で一旦中止という判断をされた。茨木市がバリアフリーを実施するという状況は変わっているが、実際に事業を推進していくためには何が変わっているから、茨木市に継承することが適切だと判断すればいいのか。

⇒［都市整備部］

新駅の設置に伴い、茨木市が「バリアフリー基本構想」を策定し、まちづくりを進めていくことになっている。構想には、歩道設置や右折レーンも含まれており、市自ら、それらの事業を実施していくことになったので、継承することになった。

○　要するに、市は「バリアフリー基本構想」の中で、本事業の右折レーンの設置をほぼ確約していて、その実現の見通しがあるため、本事業を継承するということであると思うが、「バリアフリー基本構想」の内容が、本事業と全然違うものになることはないか。

⇒［都市整備部］

それはない。

○　市は非常に重要度の高い事業として実施されるので、事業の実施可能性から見て、市にお願いしても問題はないと判断したと理解してよいか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　市は単費で実施するのか。
⇒［都市整備部］

交付金制度を用いると聞いている。

○　どこの交付金か。

⇒［都市整備部］

国の交付金と聞いている。

○　事業費はそれなりの担保があるということであるが、府は関与しないのか。

⇒［都市整備部］

道路の歩道整備に関する必要経費として、地方負担分の４割ほどは大阪府が負担するということになっている。

○　負担されても、それを実施した方がよいとお考えか。

⇒［都市整備部］

そのとおり。

○　対応方針について、「本事業の必要性はますます高まってきている。」と記載があるが、そうであるなら中止してはいけない。そうではなく、交差点を改良する必要性が高まってきているのではないのか。事業自体は中止するので、「・・・変化している。」とし、「本事業の必要性はますます高まってきている。」は要らない。

　また、「バリアフリー基本構想」の策定の後に、もう一度、バリアフリー化と２つ同じ表現が使われているので、趣旨が明確に伝わるよう見直していただきたい。

○　事業に関しては、事実上中止なのかもしれないが、府の責任が免除されているという話にはなっておらず、関わり続けられるので、中止という言葉でいいのかと思う。

　事業だけを見ると、もちろん中止という判断であるが、補足説明を、少し充実していただくなり、書き直した方がよい。

○　ここは直すのでなく、判断の理由を直してもらいたい。
この審議会では、対応方針は「休止」「中止」「継続」の３通りとしている。「休止」は、期限を切って、その間にもう一度見直して答えを出すということ。「継続」はもちろん継続することである。このカテゴリーからは「中止」ということだと思うが、事務局からお答えいただきたい。

⇒［事務局］

大阪府の建設事業評価制度では、費用負担をどこがするかということより、事業主体がどこであるかということで評価を行っているので、事業主体が大阪府である事業に関しては、府が評価をすることとなっている。

　　今までは、事業主体が大阪府であるため、府が評価をしてきた。今後は、市が実施主体となり、一部費用負担を大阪府がすることになるが、本事業としては中止となる。

　　ただ、評価制度上は中止であるが、右折レーンの設置等の必要がなくなるわけではないので、きちんと市に承継していくことについて、記載内容を明確にさせていただく。

○　大阪府が事業主体ではなくなるため、府が実施する事業としては中止ということになるが、　通常とは違うので、そこがわかるように、横にかっこを書き、「茨木市に事業移管」、あるいは「茨木市のバリアフリー事業に継承」のような説明を少し丁寧に書いていただきたい。

　　通常の中止、要するに、用地も工事も０％であるため中止になったと思うので、前回評価時における対応がどうであったか書いていただけると、私たちが委員をしなくなった後の委員会でも、少なくともわかると思うのでお願いしたい。
◆［会長］

　一般府道郡戸大堀線歩道整備事業の説明をお願いしたい。

◆［都市整備部］
・　主要地方道美原太子線を起点に、主要地方道大阪中央環状線を終点とする羽曳野市と松原市を南北に縦断する府道。近鉄恵我ノ荘駅へのアクセス道路であり、特に朝夕の通勤・通学などの時間帯には、歩行者や自転車の通行が多い。また、バス路線として指定されている。現状は、歩道が未整備であり、車道幅員も十分に確保されていないため、通行車両と歩行者等が交錯し危険な状態である。

　・　歩行者道を設置するとともに車道幅員を拡幅することにより、歩行者等の安全と交通の利便性の向上を図ることを目的とする。

　・　本事業箇所は「羽曳野市バリアフリー基本構想」に位置づけされており、羽曳野市による恵我ノ荘駅前広場の整備を行うこととしている。

　・　事業延長は、近鉄恵我ノ荘駅から市道東大塚美陵線までの500ｍの区間。

・　道路幅員は16ｍ。
・　事業費は15.1億円。国費は8.3億円、府費は6.8億円。

・　内訳は、調査費0.1億円、用地費が14億円、工事費が１億円。

　・　用地費は、物件調査等で、詳細が調査により確定することから事業時に変動の可能性がある。

・　上位計画は「大阪府都市整備中期計画（案）」
　「大阪府都市整備中期計画（案）」における歩道整備の対象路線として、府が管理する道路の内、歩道が未整備の道路、また「バリアフリー法」に基づく特定道路としている。対象路線の内、交通量、歩行者が多いこと、通学路の指定道路であること、「バリアフリー法」に基づく特定道路である区間は重点化区間として位置づけている。重点化区間の内、交通量等の定量的な評価、関連事業、また、地域の状況を勘案し、優先的に整備する区間を設定している。

・　本事業区間は、羽曳野市が「バリアフリー法」に基づく基本構想を策定されていることや、歩行者や自転車の交通量が多いことから、重点化区間として位置づけている。また、市が駅前広場を整備するなど、地域の状況を勘案し、優先整備区間として整備していくこととした。

・　平成22年の「道路交通センサス」における現況交通量は、自動車は12時間で約4,000台、歩行者は１日873人、自転車は1,642台、バイクは820台。路線に対して、歩行者・自転車の交通量がかなり多い状態。

　・　事業区間内における交通事故発生件数は、平成22年から平成25年の４年間で７件発生。

　・　本事業と市が施行する駅前広場の整備を同時に進めることにより、道路の交通安全や、利便性が向上する。また、整備後は、羽曳野市が府道の管理を引き継ぐこととなっている。
・　現在は、歩道のない車道だけの5.6ｍの幅となっているが、整備後は両側に歩道を設置し、　路肩は、自転車の通行空間の整備も考えている。この整備により「誰もが安心して社会参加できる生活空間の形成（バリアフリー化を推進し、歩行者・自転車の通行の利便性向上）」に寄与する。

　・　平成27年度から、測量・設計を進め、平成28年度から用地買収を予定。平成32年から平成33年にかけて工事を行い、平成33年に事業完了する予定。

　・　本箇所で歩行者等の安全を確保するためには、通行車両と歩行者等を物理的に分離できる自歩道を両側に整備することが最善策である。また、本路線の両側には銀行やコンビニエンスストア、病院も沿道にあることから、歩行者の動線を考えると、両側に歩道設置が必要と考えている。

　・　対応方針（原案）は事業実施。判断理由は、本箇所は、近鉄恵我ノ荘駅へのアクセス道路であり、特に朝夕は駅を利用する通勤・通学等の歩行者や自転車利用者が多いにもかかわらず、道路の現況は歩道が無く、危険な状況である。また、沿道には商店や銀行が隣接していることから、駅の利用者をはじめ沿道の商業施設利用者の歩行者導線を勘案し、道路両側の自歩道整備を行うことにより、誰もが安全・安心・快適に通行できる歩行空間が確保できることから「事業実施」とする。

○　総持寺停車場線と似ているが、茨木市と違い、府が実施をするのはなぜか。

⇒［都市整備部］

各市との協議で決定しており、本路線については、市が駅前整備、府が歩道整備を行うこととした。

○　それはバリアフリーの計画に書いてあるのか。

⇒［都市整備部］

特に書かれていない。
○　事業区間は都市計画道路か。
⇒［都市整備部］

その通り。

○　都市計画道路の範囲内で、バリアフリー基本構想に則った整備をすることについて、羽曳野市と合意に至っているという理解でよいか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　これまで都市計画道路としては未着工か。

⇒［都市整備部］

都市計画事業としては未着工である。

○　事業区間は500ｍということであるが、地権者はだいたいどのぐらいいるのか。例えば、住宅地であると、移転してもらうまでに非常に時間がかかるが、現状どのようになっているのか。

⇒［都市整備部］

来年から本格的にする予定で、戸数等はまだ把握できていない。

○　そうであれば、平成33年はとても楽観的な気がする。今からだいたい10年ぐらいで、500ｍ区間の沿道の地権者に移転してもらって整備するのは、うまくいけばこのぐらいかかるという感じか。

⇒［都市整備部］

500ｍの沿道のほとんどに人家が立地しているので、その期間で用地買収を終えて、歩道を整備するには、目いっぱいかかる期間だろうと思う。十分な期間ではない。

○　その点に関して、市の協力はどうなのか。

⇒［都市整備部］

この道路の状態自体は昔から変わっていないので、地元からの要望は以前からもあり、地元市も、要望に対する協力、用地買収に対する側面的な協力をすると、一所懸命に動いてくれている。市は駅前をきれいにするので、そこにつながる府道については府でよろしくお願いしたいと、どちらかと言うと、市が本気になって、地域の要望を受けて動き出してきたということである。

○　バリアフリーといった観点だけであるから、ほかの点からのご質問もあっていいと思う。例えば、全面歩道にして車を排除するという考え方もある。それは都市計画道路として、してはいけないと思うが。

⇒［都市整備部］

車を排除して歩行者・自転車だけを通すのであれば、周辺に国道などの幹線道路が必要である。これだけ人家が密集した所で周辺に南北方向を走行できるまともな道路はないので、この道路を拡げることが最善。
○　バリアフリーの観点だけでなく、車道は維持する必要があるということか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　この道路は、駅前広場との接道としてしか考えていないのか。都市計画上もそのように考えられているのか。

⇒［都市整備部］

道路はバス路線としても指定されていて、車道は車両がきちんと離合できて、なおかつ歩道も確保することとしており、それ以上には考えていない。

○　遺跡の関係では、特に何の問題もないということか。

⇒［都市整備部］

調査は、まだ行っていないので、今のところ確認はできていない。

○　可能性はあるのか。

⇒［都市整備部］

確認ができていないので何とも言えない。

○　何か出てきたら、これは休止ということになるのか。

⇒［都市整備部］

出てくるものによるかと思う。

◆［会長］

この審議会では、再評価、再々評価になっている案件が多くあり、その時には、結局当初の見込みと違って、買収が全然できないとか、いろいろな話が出てくるので、皆さん、慎重になられていると思う。

○　いずれにしても調査をしてからということになると思う。他の候補より、ここが上がってきた理由を確認したいが、どうしてここになったのか。都市計画道路がたくさんある中で、ここを選ばれた理由を説明してほしい。

⇒［都市整備部］

先程、優先度について説明させていただいたが、本路線は、まず、交通量、歩行者が多く、バリアフリー法に基づく特定道路であることから、重点化路線として位置づけている。その中でも、地元市が関連事業として駅前広場を整備することや用地の取得に側面的に協力していただくなど地域の状況を勘案すると、この事業は優先度が高いと考えているため、今回事業を実施することとしている。

○　優先度がはじめから高かったのはわかるが、決定的なのは、羽曳野市が動いてくれるということか。

⇒［都市整備部］

それは大きな要因である。
○「大阪府都市整備中期計画(案）」の中で議論されているリストがあると思う。ただ、年間で出てくるのは新規で１件か２件といった数であると思う。10件ほど出てくることもあるかもしれないが。そのときに、なぜ、たくさん路線がある中で、それを選ばれたかということは、少し補足説明を用意していただいた方がわかりやすい。

そのときに、おそらく懸念されるのは、もちろん必要性があるから、もともとリストに載っていると思う。あとは実行可能性についてどのような見込みをもっているか。これを事業として実施したが、まだ、あと10年20年そのまま放っておくという話ではないということを説明いただきたい。そのあたりをこの調書でわかるように少し修正していただけるとありがたい。

　　対応方針（原案）には、目的のようなことがたくさん書いてあるが、そこに実行可能性だとか、こういう理由で実施するということを追加いただければいいと思う。それで「可」としていいと思う。
　　通常なら、道路交通の走行経費の縮減や走行時間の短縮などの便益についての話をするが、交通安全事業ではそれが見込めないから、便益を出していないということである。

　　この事業が効率的なのかどうかわからない。ただ、見せてもらった感じでは、経費としてはそれほど大きくない。効果はありそうな所である。という見込みの話だと思う。

　　他の交通安全事業に比べて、効率性が著しく劣っていないということを主張できる、何か根拠はあるか。

　　今まで実施してきた他の事業でも、これぐらい経費をかけてうまくやってきているので、それに比べて、この事業が高いわけでもない。あるいは、効果がそれなりにあると考えてよい。　費用便益のマニュアルにないからといって、何もいわなくていいかというと少し気になる。

例えば、達成する効果はお金だけではない。事故の数が減るとか、過去にこれだけの事故が起きた実績のある所を減らそうと思った。それでもいい。著しくコストが高すぎる話でないことを主張していただければいいと思う。

⇒［都市整備部］

何か、整理した上で追記させていただく。

○　今回の事業延長500ｍのその先の道路はできているのか。

⇒［都市整備部］

できている。
○　今の500ｍの道路は、どのような規格の道路に取りついているのか。

⇒［都市整備部］

両側歩道の対面１車の２車線道路である。この事業中の部分についても同じように、両側に歩道があり、車道がある構造になっている。

○　幅員は16ｍか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　東西方向の市道はほぼ同じ規格でクロスするということか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　南北方向は府道か。
⇒［都市整備部］

その通り。
○　今回の区間以外の市道に接続する部分は整備済みか。

⇒［都市整備部］
　　その通り。もともと現道があり、そこを拡幅した。

○　それは現道拡幅で道路改良事業か。

⇒［都市整備部］

その通り。（後に、交通安全事業と訂正）
○　府民感情では、道路改良事業と歩道整備事業がどう違うのかよくわからない。なぜ今回は交通安全事業なのか。

　道路改良事業だと、評価も違ってくるので、もう少し違う資料が出てくると思う。なぜ、同じような事業が違った評価をされるのかわかりにくいので、できれば、こういう意味で適切なので、こちらの事業形式を取りたい。だから、こういう評価の仕方をするとしていただければ大変ありがたい。

○　事業実施自体に異論はないのが、事前評価なので、事前に合理的な根拠等を調査によって明らかにすることはできないのかと思う。事業を、実際に決定して実施する段階にならないと調査費がつかないということになると、事前評価というのは何のために行うのかということになると思う。事前評価であるから、他にいろんな事業がある中で、これを優先して取り扱うという、合理的な根拠、数字的なものでもいいし、府の方針でもいいし、そういうものがあって決定というのが筋道かと思う。調べていないのでわからないというのは、事前評価の前提を欠いていると思うがいかがか。

◆［会長］

　多分、担当部局としては、優先順位の要件を満たしているので、この事業評価に諮りたい。少なくとも、府と市の間でその相談ができていて、実効性が高いといったことを主張されたいと思う。ただ、そこは、書き振りとして十分でない点が１つある。それ以外に追加いただくこととして、効率性の観点について、若干、補足説明をお願いしたが、それ以外で、こういうことを追加してほしいということはあるか。

○　数値等で説明することができない場合には、府の方針や、こういう理由で優先順位を決めているというような説明は、この交通安全事業にはないのか。

◆［会長］

　その説明は17ページに記載のとおりである。この事業は、対象路線500kmの内の重点化路線50kmの中に入っているということだと思う。50kmといっても、他にもたくさんあるではないかという議論の中で、なぜここなのか説明になっていないということか。

○　そのようにいわれればそうだと思う。いずれにしても、調査費だけを別途、先につけるということはできないのか。金額はものにもよると思うが。
⇒［都市整備部］

事業を実施することを決めるまでには、可能な限り、現地調査にしろ、当然、何年間もかけて行っている状況で、大きく費用をかけて家屋調査をするようなことはないが、地域の調査は行っている。

　　先ほどの優先順位の決め方については、他の事業では、箇所がリストに載っていて、この中からどの事業を整備するというイメージがあるかもしれないが、交通安全事業では、箇所、区間、路線というのはリストにはなっていない。

　　全体の500kmの内で未整備区間があり、その内150km、さらにその内50km、さらにこの区間となってくる中で、どういう理由でこの路線のこの区間を選定しているかについて、もう少しわかりやすく説明を加えたいと思う。

◆［会長］

　この案件については切らせていただきますが、この件については、いくつかお願いしたいことがあると思うので、それに関しては、次の機会に準備をいただき、その上で、どのような判断をしていくかを決めたいと思う。

（２）その他

　・現地視察について（５月22日、23日予定）

　・視察箇所は、箕面森町と豊能池田線の２箇所

◆［会長］

　以上をもって、本日の審議会を終了する。長時間のご審議ありがとうございました。

以上
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